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政策期待で見直し機運高まる日本株（上）
ポイント①政府は骨太の方針を閣議決定

政府は6月7⽇に、経済財政運営と改革の基本方
針2022（骨太の方針）と、成長戦略を盛り込ん
だ「新しい資本主義」の実行計画を閣議決定しまし
た。岸田首相が掲げる「人への投資」を軸に脱炭素
化など様々な政策が盛り込まれています。

中でも注⽬を集めるのが、年末にも策定する「資産
所得倍増プラン」で、現行のNISA（少額投資非
課税制度）などの⾒直しが進むとみられます。
2021年12月末時点で、⽇本の家計の金融資産
は2,023兆円となっていますが、そのうち現預金が
全体の半分以上を占めており（右上図）、政府
は新たなプランで家計に貯蓄から投資への流れを促
していくと考えられます。

ポイント②家計金融資産の拡大が活力を生む

⽇本の家計金融資産に占める「株式等」、「投資
信託受益証券」の合計比率はわずか15％程度に
過ぎず、米国の51％、ユーロ圏の28%程度を大き
く下回っています（2021年3月末現在）。

米国では2006年に確定拠出年金（401k）の
加入と、⾃動的な投資が進むような法改正が行な
われたことから、家計の金融資産は順調に伸びてい
ます。1998年3月末比で、米国の家計金融資産
は約4倍になっており、こうした潤沢な資産を背景と
した消費力が、米経済の強さの一つになっていると
みられます。一方、⽇本の家計金融資産の伸びは
同1.6倍程度にとどまっています（右下図）。⽇本
は少子高齢化に起因する将来不安がデフレマイン
ドを醸成し、経済低迷につながってきたとみられるだ
けに、「資産所得倍増プラン」が実効性のある内容
となれば、海外投資家が⽇本株を⾒直す大きな
きっかけとなるかもしれません。

日本の家計金融資産内訳

日本と米国の家計金融資産（1998年3月末＝100）

期間：2021年12月末時点
（出所）⽇本銀行「資金循環統計」より野村アセットマネジメント作成

期間：1998年3月末～2021年12月末、四半期
・米国は米ドルベース、⽇本は円ベース
（出所）Bloombergより野村アセットマネジメント作成

現預金, 
1,092 株式等, 

212 

投資信託
受益証券, 

94 

保険・年
金・定型保
証, 540 

その他, 85 

⽇本の家計金融資産
2021年12月末時点

2,023兆円

単位：兆円


	スライド番号 1

